
首都圏では圏央道、外環、中央環状、3つの環状道路 (三環状 )の整備が着々と進行しています。三環状は、渋滞の緩和、物流の効率化といつた道路本来の

機能だけではなく、社会 。経済活動にとつても効率的・効果的な支援となることが期待されています。企業経営の面からも三環状の沿線には「つくば国

際戦日各総合特区」にみられるような、企業の成長発展に欠かせない様々な人的、知的集積が存在し、事業施設の立地が湾岸エリアから内陸部に移る動きも

みられます。本フォーラムでは、首都圏整備計画とそこから導き出される企業成長の道筋について、専門家を招き、企業発展のためのチャンスの捉え方を

検証してまいります。

プ ロ グ ラ ム        ※敬称略 ※プログラム・請演者は予告な雀 国 こなる場合があります。
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『地慨社会との協口・ 協副のビジネス展開を目指してJ

日 時

12:30開場  13:00開 演

2014年7月 17日 (木)

兵庫県生まれ。1971年東京大学工学部都市工学科卒業、
(財 )計量計画研究所研究員。77年東京大学工学部都市エ

学科助手。84年建設省建築研究所室長を経て、94年筑波
大学教授。2012年筑波大学名誉教授、GK大村都市計画研
究室主宰。現在に至る。  、

筑波大学名誉教授
GK大村都市計画研究室代表

大村 謙二郎氏
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／
ラ
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「
投

」
き
る

∝
さ
れ

川
紅
、

手
の
日

∝
国
際

Ａ
）
が

は
が
東ツ

チ

十や
米
国
な
ど
に

一い
だ
。

いＡ
Ｂ
Ｂ
や
ク
ー

）、
独
シ

ュ
ン
ク
、

！タ
リ
ア
）
と
い

Ｔ
ツ
ト

ハ
ン
ド
や

勲化
ラ
イ
ン
に
強

い
世
界
的
企
業
が
多
い
。
ま

た
近
年
は
医
療
、
介
護
、
家

事
な
ど
サ
ー
ビ
ス
分
野
で
も

中
堅
企
業
や
ベ
ン
チ
ャ
ー
が

存
在
感
を
増
す
。
同
協
会
に

よ
る
と
、
欧
州
企
業
は
サ
ー

ビ
ス
ロ
ボ

ッ
ト
に
強
み
が
あ

り
、
同
分
野
で
の
世
界
市
場

の
シ
ェ
ア
は
６３
％
に
達
す
る

と
い
う
。

ド
イ
ツ
で
は
昨
年
、
筑
波

大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
、
サ
イ

バ
ー
ダ
イ
ン
の
装
著
型

ロ
ボ

ッ
ト

「
Ｈ
Ａ
Ｌ
」
が
足
の
不

自
由
な
人
を
対
象
に
し
た
労

災
保
険
適
用
が
決
ま

っ
た
。

他
の
日
本
企
業
の
ロ
ボ

ッ
ト

も
話
題
を
呼
び
欧
州
で
は
装

着
型

へ
の
関
心
が
高
い
。

一

方
、
米
グ
ー
グ
ル
が
ロ
ボ

ッ

ト
企
業
を
買
収
す
る
な
ど
米

国
も
既
存
の
製
造
業
以
外
か

ら
の
進
出
が
相
次
ぐ
。

欧
州
で
は
ド
イ
ツ
や
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
、
オ
ラ
ン
ダ
、
ス

イ
ス
な
ど
各
国
で
、
イ
ン
タ

ー
ネ

ッ
ト
を
積
極
活
用
し
た

新
た
な
製
造
業
革
新
の
動
き

が
広
が
る
。
ロ
ボ

ッ
ト
は
中

核
的
役
割
を
果
た
す
こ
と
に

な
り
、
欧
州
は
ラ
イ
バ
ル
と

の
競
争
に
備
え
富
民
連
携
を

強
化
す
る
。

韓
国
の
化
粧
品
最
大
手
。
韓

流
ブ
ー
ム
を
背
景
に
海
外
で
プ

ラ
ン
ド
カ
を
高
め
て
お
り
、
２

０
１
４
年
は
最
大
市
場
の
中
国

の
攻
略
を
本
格
化
す
る
方
針

だ
。
韓
方

（漢
方
）
を
使

っ
た

基
礎
化
粧
品
な
ど
を
武
器
に
販

路
を
広
げ
、
ア
ジ
ア
首
位
で
世

界
５
位

の
資
生
堂
を
追

い
上

げ
、

２０
年
に
は
現
在
の
世
界
１７

位
か
ら
７
位
に
地
位
を
引
き
上

げ
る
考
え
。

昨
年
末
か
ら
韓
国
で
放
送
さ

れ
た
ド
ラ
マ

「
星
か
ら
来
た
あ

な
た
」
。
主
人
公
の
チ
ョ
ン

・

ジ
ヒ
ョ
ン
さ
ん
が
ド
ラ
マ
の
中

で
使

っ
た
ア
モ
ー
レ
の
口
紅
は

今
も
品
薄
状
態
が
続
く
。
ド
ラ

マ
は
中
国
で
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト

配
信
さ
れ
人
気
を
呼
び
、
ソ
ウ

ル
の
免
税
店
で
中
国
人
が
ま
と

め
買
い
す
る
姿
が
目
立
つ
。

‐４
年
１
～
３
月
期
の
連
結
決

算
は
、
売
上
高
が
前
の
期
比
１６

％
増
の
９
３
１
８
億
岩

（
９
３

２
億
円
）
、
営
業
利
益
が
２５
％

増
の
１
７
５
７
億
岩
。
漢
方
素

材
を
使
う

「雪
花
秀

（
ソ
ル
フ

ァ
ス
）
」
な
ど
の
五
太
ブ
ラ
ン

ド
が
国
内
外
で
好
調
で
、
市
場

予
想
を
大
き
く
上
回

っ
た
。

同
時
期
の
海
外
売
上
高
は
５０

％
増
の
１
９
２
３
億
岩
。
営
業

利
益
も
１８
倍
の
１
４
３
億
培
で

安
定
収
益
を
確
保
す
る
体
制
が

整

っ
た
。
中
国
で
は
店
舗
展
開

の

一
方
、
ネ

ッ
ト
販
売
も
積
極

的
に
手
掛
け
、
新
た
な
顧
客
層

の
獲
得
に
成
功
し
て
い
る
。

下
期
中
に
は
上
海
で
中
国
第

２
の
生
産
拠
点
が
稼
働
す
る
予

定
。
研
究
所
も
備
え
、
中
国
を

韓
国
に
次
ぐ
第
２
の
拠
点
に
育

成
す
る
方
針
だ
。
中
国
は
資
生

堂
な
ど
日
本
勢
も
力
を
入
れ
て

お
り
、
中
国
で
今
後
、
日
韓
対

決
の
激
化
が
予
想
さ
れ
る
。

（
ソ
ウ
ル
ーー
加
藤
宏

一
）

南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合

（Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
）
な
ど
で
の
工
業
団

地
開
発
で
蓄
積
し
た
ノ
ウ

ハ

ウ
を
注
ぎ
、
投
資
環
境
が
整

っ
て
き
た
と
い
え
る
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
投
資
に
は
ア

ジ
ア
の
他
国
以
上
に
事
前
検

討
の
調
査
が
必
要
だ
ろ
う
。

電
気
や
水
道
、
道
路
、
港
湾

と
い
っ
た
イ
ン
フ
ラ
、
法
整

備
、
金
融
制

度
、
人
材
育

成
な
ど
ど
の

点
で
も
他
の

そ
の
施
行
細
則
は
翌
年
１
月

に
制
定
。
昨
年
は
こ
の
法
律

に
よ
り
外
国
投
資
が
飛
躍
的

に
増
え
た
。
半
面
、
出
資
比

率
が
細
則
通
り
で
な
い
、
管

轄
省
庁

へ
確
認
を
す
る
業
種

が
多
い
な
ど
細
則
の
矛
盾
や

不
明
点
も
出
て
き
た
こ
と
か

ら
政
府
は
再
び
見
直
し
を
行

っ
て
い
る
。

さ
ら
な
る
投
資
誘
致
の
た

め
テ
ィ
ラ
ワ
事
業
に
は
従
来

の
「
経
済
特
別
区

（Ｓ
Ｅ
Ｚ
）

法
」
に
代
わ
り
１４
年
１
月
に

「
改
正
Ｓ
Ｅ
Ｚ
法
」
が
制
定

さ
れ
、
同
法
施
行
細
則
の
最

終
調
整
を
急
い
で
い
る
。
改

正
法
で
は
業
種
規
制
を
で
き

る
限
り
な
く
す
方
向
で
調
整

を
進
め
、
法
人
税
の
免
税
期

間
延
長
な
ど
さ
ら
に
魅
力
あ

る
投
資
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
も

盛
り
込
ま
れ
る
予
定
だ
。

テ
ィ
ラ
フ
ヘ
入
居
を
決
め

た
企
業
が
今
香
以
降
、
事
業

認
可
取
得
と
会
社
設
立
手
続

き
を
進
め
ら
れ
る
よ
う
、
同

国
政
府
が
日
本
側
の
助
言
も

取
り
入
れ
な
が
ら
施
行
細
則

が
ま
も
な
く
発
表
さ
れ
る
見

込
み
。
ミ
ャ
ン
マ
ー
の

一
連

の
取
り
組
み
姿
勢
を
見
る
と

イ
ン
フ
ラ
改
善
も
時
間
が
解

決
し
そ
う
な
様
相
だ
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
は
地
理
的
に

タ
イ
、
イ
ン
ド
、
中
国
に
隣

接
し
物
流
の
重
要
基
地
に
な

り
得
る
。
識
字
率
が
高
く
、

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
中
で
も
英
語

が
多
く
の
ビ
ジ
ネ
ス
シ
ー
ン

で
通
じ
る
国
民
性
も
考
慮
す

る
と
新
規
の
製
造
拠
点
と
し

て
投
資
を
検
討
す
る
価
値
は

あ
る
だ
ろ
う
。
人
口
約
６
千

万
人
と
消
費
市
場
と
し
て
も

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
あ
る
。

銀
行
を
は
じ
め
様
々
な
機

関
が
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
情
報
を

提
供
し
て
い
る
。
そ
れ
ら
を

有
効
活
用
し
、
実
際
に
足
も

運
び
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
実
像

を
捉
え
て
も
ら
い
た
い
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
に
比
べ
後

れ
を
と

っ
て
い
る
か
ら
だ
。

し
か
し
米
国
が
２
０
１
２

年
７
月
に
ミ
ャ
ン
マ
ー
ヘ
の

経
済
制
裁
を
緩
和
し
て
２
年

弱
。
こ
の
短
期
間
で
テ
イ
ン

・
セ
イ
ン
政
権
が
急
ピ
ッ
チ

で
様
々
な
分
野
で
改
革
を
進

め
て
き
た
の
も
事
実
だ
。

外
国
企
業
の
投
資
を
明
確

化
し
た

「
新
外
国
投
資
法
」

が
‐２
年
Ｈ
月
に
制
定
さ
れ
、

漢方で化粧品、中国を攻略
法人税の免税期間延長も

《会社概要》

▽本 社  ソウル市

▽設 立  1945年 (前身の太平洋化

学工業として )

▽売上高  3ツ L1004億
"

(2013年 12月期 )

▽純禾u益  2674特ま労ン(同 )

(注)1"―約 0.1円

面解除すると発表した。ただし同州では電

力供給を、稼働率が不安定な風力発電に依

存する部分も大きい。電力制限解除の持続

可能性については供給能力の改善策の進捗

を注視 していく必要がある。 (WWW.jetro.
gO.jp/bizneWS/53a78de828c58)

― w.bushesswireocom/

▼台湾通信機器メーカーのディーリンク、暗

闇でカラー映像を撮影し、パソコンや携帯

端末で視聴できる無線カメラを発売 (WW
w.dhnk.com)

▼スイス 。ロジテック、様々なメーカーの家

電を操作できる同社の リモコンの操作対応

機種を米ネス ト・ラボのサーモスタット(自

動温度調節装置)にも拡大 (WWW.10gitec
h,com)

▼米通信会社モバイルスペーシズ、米グーグ

ルの基本ソフ ト (OS)「アン ドロイ ド」

に対応 した企業向けVPN(仮 想専用網 )

の提供を開始 (WWW.mObilespaces.com)

▼アクセンチュア、欧米自動車連合フィアッ

ト・ クライスラ‐・ オー トモービルズと車

載情報サービスを共同開発 (WWW.aCCentu
re,com)

▼調査会社 リサーチ・ アン ド・ マーケッツ、

世界のソーシャルゲーム市場が2013～ 18年

の期間中に17.8%拡大するとの予測を発表

(WWW.researchandmarkets,com)

▼医療機器メーカーの米 リズムリンク・ イン

ターナショナル、 140万円レを投 じ、サウス

カロライナ州の本社に梱包などの設備を追

カロ(WWW.rhythmhnk,com)
▼独化学オクセア、中国 。南京市 (江蘇省)

に会社全体の40%に相当するエステルの生

産能力を持つ化学プラン トの建設を完了

(WWW,OXea― chemicals,com)

▼米不動産投資信託のハーシャ・ ホスピタリ

ティー・ トラス ト、ニューヨーク市マンハ

ッタンでホテル「ハンプ トン・ イン」を新

規開業 (WWW.hershaocom)

海外進出した中堅企業にとっ

て最も大きな問題の一つは、取

引先の都合で移転や撤退を余儀

な くされるリスクです。生産に

加えて開発拠点まで構えた場

合、容易には退けません。ただ

このリスクは業種や製品特性に

よって大きく異なります。

開発現地化、製品特性で違い
日本総合研究所 倉ll発戦略センター マネジャー 副 島 功 寛 氏

(ASEAN)域 内では開発と生産

の連携を深めた拠点や域内を統括す

る機能を併せ持つ拠点など、電機産

業の基幹拠点が登場し始めました。

部品供給する中堅企業にとつては

移転・ 撤退 リスクが下がるように思

えますが、電機産業でも家電製品と

それ以外では状況が異なります。冷

蔵庫や洗濯機などの家電は現地の住

居や生活様式の影響を強 く受けま

製 品特 性 によ る現 地 化 の 傾 向

自動車産業の海外の基幹拠点はそ

うした リスクが比較的低い進出先で

す。開発機能を含め多 くの企業を集

結させるだけに、高効率で採算性が

高 く、雇用問題など政治的 リスクを

避けるため、一気に撤退することが

少ないからです。

一方、電機産業は自動車に比べ企

業集積が進まず、移転・ 撒退 リスク

が高い状態が続いてきました。2011

年にタイで起きた大洪水では、再稼

働を急ぐ自動車産業とは対照的に、

電機産業では大手でも拠点を移す動

きが少な くありませんでした。  、
しかし昨今、東南アジア諸国連合

す。輸送費も高 く、消費地近 くで開

発・ 生産するほうが望ましいため、

移転・ 撤退 リスクは低 くなります。

これに対し電子部品のような中間

財は生活様式などの影響を受けにく

く、開発は日本本社で行う方が効率

的です。中間財は輸送費も安いため、

人件費などが安い地域を見つけると 連の開発拠点投資をする際は製品特

拠点を早々に移転させる企業もあり 性による移転・ 撤退 リスクを見極め

ます。ASEAN諸 国で電機産業関 ることが必要です。

慎 重積極的現地化の傾向

輸送 コス ト 安 い高 い

影響 小影響大
現地生活様式

の影響

とビジネスチャンス」

主催:日本経済新聞社 協賛:独立行政法人 都市再生機構

をどう変える～～三環状は企業経
■
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